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業務方法書の一部改正について 

 

１ 業務方法書（平成１６年５月６日通知）                                      （下線部変更） 

新 旧 

（清算資格の取得手続の履行） 
第１１条 （略） 

２ （略） 

３ 第１項に規定する資格取得申請者については、前条第３項の規定によ

り当社が指定した期日の前日までDVP参加者とみなして、第１７条、第

１８条、第２１条第２項、第３９条、第３９条の２、第４１条、第４３

条（第１項第１号を除く。）、第４６条第２項、第５０条（第２項中の受

入予定証券完了請求に係る部分を除く。）、第７章（第５４条を除く。）、

第８章、第１１章（第７２条第１項第１号及び第２号を除く。）、第１３

章及び第１４章の規定を適用する。 

 

（DVP 決済業務責任者） 
第１５条 DVP参加者は、この業務方法書に基づく当社との間の決済に係

る業務の統括に当たらせるため、その役員又は従業員のうちからDVP
決済業務責任者１人を選任し、当社が定めるところにより、あらかじめ

当社に届け出なければならない。 

 

（DVP口座） 

第４３条 （略） 

２ （略） 
（削る） 

 

（清算資格の取得手続の履行） 
第１１条 （略） 

２ （略） 

３ 第１項に規定する資格取得申請者については、前条第３項の規定によ

り当社が指定した期日の前日まで DVP 参加者とみなして、第１７条、

第１８条、第２１条第２項、第３９条、第３９条の２、第４１条、第４

３条（第１項第１号を除く。）、第５０条（第２項中の受入予定証券完了

請求に係る部分を除く。）、第７章（第５４条を除く。）、第８章、第１１

章（第７２条第１項第１号及び第２号を除く。）、第１３章及び第１４章

の規定を適用する。 
 

（DVP 決済業務責任者） 
第１５条 DVP参加者は、この業務方法書に基づく当社との間の決済に係

る業務の統括に当たらせるため、その役員又は従業員のうちからDVP
決済業務責任者１人を選任し、当社が定めるところにより、当社に届け

出なければならない。 

 

（DVP口座） 

第４３条 （略） 

２ （略） 
３ DVP 参加者が機構の定めるところに従い機構に対して対象有価証券

に係る口座の保留残高の設定（変更を含む。以下この条において同じ。）
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（DVP振替請求） 

第４４条 （略） 

２ 当社は、前項の DVP 振替請求（担保指定証券 DVP 決済指図に基づ

く DVP 振替請求を除く。）に併せて、機構に対し、機構 DVP 口座から

当該渡方 DVP 参加者口座への振替の請求を行うものとする。この場合

において、当該振替の請求は、当該 DVP 振替請求に係る清算対象取引

が振替実行条件を充足した時点における当該 DVP 振替請求に基づき機

構が振り替えるべき口座残高から渡方 DVP 参加者口座の残高を控除し

た数量について、当社の定める順序及び数量で当該渡方 DVP 参加者か

ら第４９条第１項に規定する受入予定証券完了請求及び第５８条第５

項に規定する担保指定証券解除請求が行われたものとみなして、口座簿

（振替口座簿又は外国株券等振替口座簿をいう。以下同じ。）への所要

の記載の直前に、口座簿に、機構 DVP 口座に係る所要の記載をし、か

つ、当該渡方 DVP 参加者口座に係る所要の記載を行うことを条件とす

るものとする。 
 
３ （略） 

を行った場合には、同時に、当社は、当該保留残高を限度として、機構

DVP 口座のうち当該 DVP 参加者の当該口座に係る受入予定証券残高

（当社が貸株担保分として管理する受入予定証券に係る残高を除く。）

及び振替対象担保指定証券残高を対象とする保留残高の設定を行うこ

ととする。この場合において、機構 DVP 口座において保留残高の対象

となっている残高（以下「実保留残高」という。）については、機構の

定めるところに従い、当該 DVP 参加者の当該口座における実保留残高

として取り扱う。 
 

（DVP振替請求） 

第４４条 （略） 

２ 当社は、前項の DVP 振替請求（担保指定証券 DVP 決済指図に基づ

く DVP 振替請求を除く。）に併せて、機構に対し、機構 DVP 口座から

当該渡方 DVP 参加者口座への振替の請求を行うものとする。この場合

において、当該振替の請求は、当該 DVP 振替請求に係る清算対象取引

が振替実行条件を充足した時点における当該 DVP 振替請求に基づき機

構が振り替えるべき口座残高から渡方 DVP 参加者口座の残高（機構の

定めるところに従い、区分管理証券として指定されている残高及び実保

留残高を除く。第５０条第２項において同じ。）を控除した数量につい

て、当社の定める順序及び数量で当該渡方 DVP 参加者から第４９条第

１項に規定する受入予定証券完了請求及び第５８条第５項に規定する

担保指定証券解除請求が行われたものとみなして、口座簿（振替口座簿

又は外国株券等振替口座簿をいう。以下同じ。）への所要の記載の直前

に、口座簿に、機構 DVP 口座に係る所要の記載をし、かつ、当該渡方

DVP参加者口座に係る所要の記載を行うことを条件とするものとする。 
３ （略） 
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（振替実行条件） 

第４５条 当社が清算対象取引に基づく債務の引受けを行うために清算

対象取引ごとに充足すべき条件（以下「振替実行条件」という。）につ

いては、次の各号に掲げる区分ごとに、当該各号に定める条件を内容と

するものとする。ただし、金額調整指図に基づく債務の引受けに係る振

替実行条件は、第２号 b 及び c に定めるものに限る。 
（１） 対象有価証券の残高に係る条件 
ａ （略） 
ｂ 渡方 DVP 参加者の振替対象証券残高（次の（ａ）及び（ｂ）に

掲げる残高の合計残高から（ｃ）に掲げる残高を控除した残高をい

うものとする。以下同じ。）が、当該清算対象取引に係る DVP 振替

請求により振り替えられるべき口座残高以上あること。 
（ａ） 渡方 DVP 参加者口座の残高 

 
（ｂ） （略） 
（削る） 

 
 
 

（ｃ） （略） 
（２） （略） 

２～５ （略） 

 

（充当振替請求） 
第５０条 当社は、DVP 参加者の口座について、他の口座（機構 DVP 口

座を除く。）への振替の請求又は口座の有価証券の数量に応じた有価証

（振替実行条件） 

第４５条 当社が清算対象取引に基づく債務の引受けを行うために清算

対象取引ごとに充足すべき条件（以下「振替実行条件」という。）につ

いては、次の各号に掲げる区分ごとに、当該各号に定める条件を内容と

するものとする。ただし、金額調整指図に基づく債務の引受けに係る振

替実行条件は、第２号 b 及び c に定めるものに限る。 
（１） 対象有価証券の残高に係る条件 
ａ （略） 
ｂ 渡方 DVP 参加者の振替対象証券残高（次の（ａ）及び（ｂ）に

掲げる残高の合計残高から（ｃ）及び（ｄ）に掲げる残高の合計残

高を控除した残高をいうものとする。以下同じ。）が、当該清算対

象取引に係る DVP 振替請求により振り替えられるべき口座残高以

上あること。 
（ａ） 渡方 DVP 参加者口座の残高（機構の定めるところに従い

区分管理証券として指定されている残高を除く。） 
（ｂ） （略） 
（ｃ） （ａ）の渡方 DVP 参加者口座の実保留残高（第４３条第

３項の規定により当該渡方 DVP 参加者の実保留残高とみなされ

るものを含む。） 
（ｄ） （略） 

（２） （略） 

２～５ （略） 

 

（充当振替請求） 
第５０条 当社は、DVP 参加者の口座について、他の口座（機構 DVP 口

座を除く。）への振替の請求、口座の有価証券の数量に応じた有価証券
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券の交付の請求（以下「振替・交付請求」という。）が機構に対して行

われた際に、併せて、機構に対し、機構 DVP 口座から当該 DVP 参加

者の口座への振替の請求（以下「充当振替請求」という。）を行うもの

とする。 
２ 前項の充当振替請求は、当該振替・交付請求が対象有価証券の残高に

係る条件を充足した時に、当該振替・交付請求に基づき機構が振り替え

るべき又は交付すべき口座残高の数量から当該 DVP 参加者の口座の残

高を控除した数量について、機構 DVP 口座から当該 DVP 参加者の口

座への振替を行った際の当該 DVP 参加者ごとの余裕値が負の数になら

ないときに、当社の定める順序及び数量で当該 DVP 参加者から受入予

定証券完了請求及び第５８条第５項に規定する担保指定証券解除請求

が行われたものとみなして、当該振替・交付請求に係る口座簿への所要

の記載の直前に、口座簿に、機構 DVP 口座に係る所要の記載をし、か

つ、当該 DVP 参加者の口座に係る所要の記載を行うことを条件とする

ものとする。 
３ 第４５条第１項第１号の規定は、前項の対象有価証券の残高に係る条

件について準用する。この場合において、「DVP振替請求」とあるのは

「振替・交付請求」と、「渡方DVP参加者」とあるのは「DVP参加者」

と、「渡方DVP参加者口座」とあるのは「DVP参加者の口座」と読み替

えるものとする。 

 

（相手先を指定する担保指定証券の預託） 

第５９条の２ （略） 

（削る） 
 
 

の交付の請求又は区分管理証券の指定の請求（以下「振替・交付・指定

請求」という。）が機構に対して行われた際に、併せて、機構に対し、

機構 DVP 口座から当該 DVP 参加者の口座への振替の請求（以下「充

当振替請求」という。）を行うものとする。 
２ 前項の充当振替請求は、当該振替・交付・指定請求が対象有価証券の

残高に係る条件を充足した時に、当該振替・交付・指定請求に基づき機

構が振り替えるべき、交付すべき又は指定すべき口座残高の数量から当

該 DVP 参加者の口座の残高を控除した数量について、機構 DVP 口座

から当該 DVP 参加者の口座への振替を行った際の当該 DVP 参加者ご

との余裕値が負の数にならないときに、当社の定める順序及び数量で当

該 DVP 参加者から受入予定証券完了請求及び第５８条第５項に規定す

る担保指定証券解除請求が行われたものとみなして、当該振替・交付・

指定請求に係る口座簿への所要の記載の直前に、口座簿に、機構 DVP
口座に係る所要の記載をし、かつ、当該 DVP 参加者の口座に係る所要

の記載を行うことを条件とするものとする。 
３ 第４５条第１項第１号の規定は、前項の対象有価証券の残高に係る条

件について準用する。この場合において、「DVP振替請求」とあるのは

「振替・交付・指定請求」と、「渡方DVP参加者」とあるのは「DVP参
加者」と、「渡方DVP参加者口座」とあるのは「DVP参加者の口座」と

読み替えるものとする。 

 

（相手先を指定する担保指定証券の預託） 

第５９条の２ （略） 

２ 相手先指定担保指定証券を預託した DVP 参加者は、当社に対し、当

該 DVP 参加者ごとの余裕値が負の数にならない場合に限り、当該清算

対象取引の相手方となる DVP 参加者の承認を得て、当該担保指定証券
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２ （略） 
 
（口座系の特例） 
第９４条 （略） 
２ 口座系利用 DVP 参加者については、次の表の上欄に掲げる規定（こ

の業務方法書において引用する場合を含む。）を適用する場合には、こ

れらの規定の同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる

字句に読み替えるものとする。 
（略） 

（削る） （削る） （削る） 

（略） 
３・４ （略） 
 
（事務の委任） 

第９８条 （略） 

２ DVP参加者及び決済銀行は、この業務方法書に定めるほか、前項の事

務に関して同項により指定する者が当社の承認を受けて定めるところ

によらなければならない。 

３ （略） 

の預託の取消しに係る請求を行うことができる。この場合における機構

又は日本銀行に対する振替の請求は、当社が行うものとする。 
３ （略） 
 
（口座系の特例） 
第９４条 （略） 
２ 口座系利用 DVP 参加者については、次の表の上欄に掲げる規定（こ

の業務方法書において引用する場合を含む。）を適用する場合には、こ

れらの規定の同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる

字句に読み替えるものとする。 
（略） 

第５９条の

２第２項 
当該DVP参加者

ごと 
当該口座系利用 DVP 参加者の口座系

ごと 
（略） 

３・４ （略） 
 
（事務の委任） 

第９８条 （略） 

２ DVP参加者は、この業務方法書に定めるほか、前項の事務に関して同

項により指定する者が当社の承認を受けて定めるところによらなけれ

ばならない。 

３ （略） 

 

２ 附 則 

  この改正規定は、令和２年１１月２４日から施行する。ただし、機構が運営するシステムの稼働に支障が生じたことにより、改正後の規定を適用

することが適当でないと当社が認める場合には、令和２年１１月２５日以後の当社が定める日から施行する。 


